
 

 

 

令和４年度 

  ＩＣＴ人材育成推進企業の認定について 

～１９者をＩＣＴ人材育成推進企業として認定～ 

 

北陸地方整備局は、令和３年度に完成したＩＣＴ活用工事において優秀な

成績をおさめ、ＩＣＴ技術の向上を目的とした講習会を実施することで人材

育成に努めた企業を「令和４年度ＩＣＴ人材育成推進企業」として新たに認

定しました。 

 

 認定されたＩＣＴ人材育成推進企業をお知らせします。 

 

なお、ＩＣＴ人材育成推進企業の認定については、本来、「令和４年度国土交

通省北陸地方整備局 国土交通事業関係功労者等表彰式」に合わせて、ＩＣＴ人材育

成推進企業として認定証の授与を行うところですが、新型コロナウイルス感染症防

止対策として、表彰式での認定書授与は行わないこととさせていただきました。 

 

○ＩＣＴ人材育成推進企業の認定について 

北陸地方整備局では、公共工事におけるＩＣＴ活用工事の一層の利用促進と、

民間事業者の技術力の一層の向上を図るため、かねてからＩＣＴ活用工事成績

優秀企業の認定制度の取り組みを続けて参りました。 

今年度、新たにＩＣＴ人材育成推進企業の認定制度を創設し、ＩＣＴ活用工

事に従事する技術者の技術力向上を図って参ります。 

この認定制度に基づき、当該年度に完成した北陸地方整備局所管のＩＣＴ活

用工事（266 件）の施工実績、当該工事の工事成績評定及びＩＣＴ人材育成講

習会の実施状況を評価し、ＩＣＴ人材育成推進企業として認定しています。 

 

○認定企業一覧 

   別添のとおり 

※ ＩＣＴ活用工事とは、下記に示すＩＣＴ活用における施工プロセスの各段階においてＩＣＴ

を全面的に活用する工事。（ＩＣＴとは、Information and Communication Technology 

（情報通信技術）をいう。） 

 ① ３次元起工測量、  ② ３次元設計データ作成、  ③ＩＣＴ建設機械による施工 

 ④ ３次元出来形管理等の施工管理、  ⑤３次元データの納品 
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ＩＣＴ人材育成推進企業の認定 

令和４年度 ＩＣＴ人材育成推進企業として認定した企業は、下記のとおり。 

【建設関係】計１９者 （ ）内は本店等所在地 

株式会社曙建設 (新潟県長岡市) 

株式会社植木組 (新潟県柏崎市) 

株式会社大石組 (新潟県長岡市) 

株式会社大島組 (新潟県上越市) 

大高建設株式会社 (富山県黒部市) 

小倉建設株式会社 (石川県羽咋市) 

小柳建設株式会社 (新潟県三条市) 

株式会社坂詰組 (新潟県阿賀野市) 

株式会社高田組 (富山県富山市) 

株式会社多田組 (新潟県長岡市) 

株式会社種村建設 (新潟県南魚沼市) 

株式会社豊蔵組 (石川県金沢市) 

株式会社新潟藤田組 (新潟県新潟市) 

株式会社廣瀨 (新潟県新潟市) 

株式会社福田組 (新潟県新潟市) 

福田道路株式会社 (新潟県新潟市) 

株式会社北越トラスト (新潟県小千谷市) 

南建設株式会社 (石川県羽咋郡志賀町) 

株式会社宮地組 (石川県輪島市) 

※五十音順 

別添ｰ1



 

 

 

１．目 的 

  本認定は、ＩＣＴ活用工事に従事する技術者の技術力向上を図るため、ＩＣＴ活用工事に

おける施工実績と、その工事における工事成績評定の結果及びＩＣＴ人材育成講習会につい

て評価を行い、ＩＣＴ人材育成推進企業として認定するものである。 

 

２．対象工事 

北陸地方整備局発注工事で、令和 3 年度に完成したＩＣＴ活用工事のうち、工事成績評定

が 80 点以上で下記３．ＩＣＴ人材育成講習会の評価に該当する工事を対象とする。 

（共同企業体が受注した工事における実績は、各構成企業の実績とする。） 

 

３．ＩＣＴ人材育成講習会の評価 

  ＩＣＴ活用工事現場において、下記①～③の全ての条件を満たす内容の講習会をＩＣＴ人 

材育成講習会として評価する。 

 ①自社職員（当該工事における下請企業含む）を対象としていること。ただし、他企業や 

発注者側が参加することも可。 

  ②「3 次元起工測量、3 次元設計データ作成、ＩＣＴ建設機械による施工、3 次元出来形管 

理等の施工管理、3 次元データの納品」のいずれかに関する内容の講習会であること。 

  ③1 回あたり概ね 4 時間以上の講習会を 2 回以上開催すること。 

 

４．認定企業に対する措置 

  認定企業については、下記の措置について適用するものとする。 

① 総合評価落札方式等での活用 

北陸地方整備局及び事務所が発注する土木工事（※）における総合評価落札方式等の

評価項目として活用する。ただし、ＩＣＴ活用工事成績優秀企業認定とＩＣＴ人材育成

推進企業認定との重複評価は行わない。 

※：土木工事とは、建設関係の下記１１工種に限る。 

①一般土木工事  ②アスファルト舗装工事  ③鋼橋上部工事 

④セメント・コンクリート舗装工事  ⑤プレストレスト・コンクリート工事 

⑥法面処理工事  ⑦河川浚渫工事  ⑧グラウト工事  ⑨杭打工事 

⑩橋梁補修工事  ⑪維持修繕工事 

  

５．認定企業に対する措置の適用期間 

企業認定の有効期間は、認定した年の８月１日から翌年の７月 31 日までの１年間とし、

４．認定企業に対する措置の項目の適用期間は、下記のとおりとする。 

①「総合評価落札方式等での活用」に関しては、『「公共工事の品質確保に関する法律」 

を踏まえた北陸地方整備局の工事の入札契約について』（北陸地方整備局ＨＰに掲載）のと 

おりとする。 

 

６．認定企業の資格失効 

  有効期間内に下記の除外要件に該当する事案が発生した場合には、それ以降、ＩＣＴ人材

育成推進企業としての資格を失効するものとする。 

 ① 北陸地方整備局等発注工事において、文書注意もしくは指名停止の措置を受けた場合。 

 ② その他、法令遵守違反など不適切な行為により無効とするべきと判断した場合。 
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